３月定例県議会一般質問のために

２０１３年３月１１日　日本共産党・火爪弘子

（1） ３・１１東日本大震災２年目にあたって

　東日本大震災から、今日で２年。被災地では未だ３１万を超える人々が、避難生活を送り、復旧・復興とはほど遠い状況が続いています。実態を無視した原発事故の終息宣言と、無責任な除染活動が被災地を傷つけ、補償と支援の打ち切りや線引きの動きに怒りの声があがっています。被災地の復旧・復興は、今も政治の最大の課題であり、政府がその責任を果たすことを強く求め、以下私の質問に入ります。
震災直後に初めて開催された防災対策特別委員会で私は、日本海側の断層調査の遅れを取り上げ、呉羽山断層帯の位置が富山市の防災マップとは違う可能性を指摘しました。独自調査を県に求めましたが、その後富山市が独自調査に踏み切り、このほど結果が公表されました。

しかし、この２年間他の断層についてはどうだったのでしょうか。文部科学省が新年度予算の概算要求で盛り込んでいた日本海側の地震・津波調査プロジェクトは、新年度から平成３２年度までの計画と聞いています。7年間の調査期間は長いと感じます。魚津断層帯、糸魚川沖などの調査が一刻も早く行われ、防災対策に反映されなくてはなりません。この点について、まず知事政策室長にうかがいます。
安倍首相が今国会の所信表明演説で、２０３０年代の原発ゼロを「非現実的」とし、「安全が確認された原発は再稼働していく」と述べたことは重大です。「安全な原発」などありません。今回の事故を見ても、原発はひとたび放射性物質が大量に放出されれば、その被害を防ぐことは不可能だからです。また、仮に事故がなくても、使用済み核燃料の処理技術はありません。
日本共産党は、停止中の原発はこのまま稼働させず、５年から１０年は火力発電などで繋ぎながら、その間に再生可能エネルギーを最大限普及し、低エネルギー社会の実現とあわせて「原発ゼロ」を実現することを提案しています。
その意味で、県が策定する「再生可能エネルギービジョン」はきわめて重要です。そこで、このビジョンの計画推進のため、独立した組織を設置してはどうかと思います。さまざまな種類の再生可能エネルギー技術の開発や、実用化、市町村や集落単位の普及をひろげる核として、研究機関や市町村も参加する「富山県再生可能エネルギー推進センター」のようなイメージです。知事の見解をうかがいます。（知事）
今回企業局が、神通川工業用水道事業の付帯事業として太陽光発電事業を始めると聞いて、驚きました。昭和４５年にいったん給水が開始されたあと休止されたこの事業については、わが党の犬島はじめ元県議が県議会できびしく批判し、また事業の休止後は巨大な地下排水管をはじめとした施設を、産業遺産などとして活用することを提案した経過があったからです。この議論はまたの機会にゆずるとて、今回は県企業局が今後再生可能エネルギーの分野でさらに積極的役割を担うことを期待し、新しい太陽光発電事業の計画内容と、これまでに稼働している企業局の小水力発電の売電収入の見込みについて、公営企業管理者にうかがいます。
（2） 安倍自公政権について

次に安倍内閣の動きのなかから、２点うかがいます。
一つは、憲法問題です。安倍首相は憲法改正をめざすことを公言し、今国会答弁では、憲法第９６条改訂から取り組むと述べています。憲法改正の発議要件を国会の衆参両院議員の３分の２から２分の１に引き下げることが、「国防軍の創設」「集団的自衛権の行使」など9条を含む改憲のためであることは明らかです。また、発議要件の緩和自体も、政府と権力の行為を縛る性格を持つ憲法を、縛られる側が簡単にほどけるようにするという意味で、きわめて危険だと言わなければなりません。国民の意識や議論が不十分なままでも、憲法が簡単に変えられるようになれば、今のように不安定な政権基盤のもとでは、政府が変わるたびに、憲法が変わりかねません。また、憲法を守る義務を負う現職総理大臣の改憲表明は、けっして許されるものではありません。安倍内閣の改憲の動きについて、知事の所見をうかがいます。
さて、政府が新年度から３年間で、生活保護水準を平均６.５％引き下げ、「年末一時扶助」減額とあわせ、７４０億円削減を決めたことは重大です。実施された場合、対象世帯の９６％で支給額が減らされ、最も削減幅の大きい夫婦２人と子ども２人の世帯では、月１.５万円から２万円もの削減となります。
そもそも、全国消費実態調査にもとづいて、生活保護を受けていない低所得者世帯との消費額を比較し、生活保護世帯の消費額が高かったからなどという理由はまったく不当です。そんなことをしたら、低所得者全体の生活水準をさらに引き下げることになるではありませんか。また、それは本来保護対象となるべき世帯が、それだけ多く生活保護を受けられないでいることの表れでもあります。日本の場合、所得が生活保護基準以下の所得水準世帯のうち、実際に保護を受けている世帯は２０％にならないからです。
生活保護水準が下げられれば、最低賃金も抑えられ、就学援助対象など、広い分野に影響が及びます。政府は、税制改正や自治体の協力などで極力他の分野に影響がでないよう対策をとるなどとしていますが、財源も示されず、国民生活への影響は必至です。さらに、国は社会保障制度改革のなかで、保護対象を狭める制度改正を準備しています。一部の不正受給者対策は当然ですが、今回の引き下げが、低所得者層全体の生活水準をさらに引き下げることは明らかであり、国に撤回を求めるべきと考えます。知事の見解をうかがいます。（知事）
（3） 新年度県予算案について

次に、新年度予算案に関連して、経営管理部長に2点うかがいます。

今回政府が創設した総額１.４兆円の「地域の元気臨時交付金」は、２月補正予算で計上された公共事業の県負担額の８割、ないし財政力指数等により調整された割合をかけた額が措置されると聞いています。直轄事業と補助率があらかじめ決まっている公共事業の県負担金は、すでに補正予算債を宛てていることから、その分の交付金は新年度予算案のなかで一定のゆとりとなって出てくると、理解しています。すでに、県内市町村の新年度予算案においては、その分が予定になかった学校の耐震化やクーラー設置など、生活に密着した事業に当てられ歓迎されています。県でも、学校耐震化、生活道路の整備など、地元中小零細業者が広く受注できて、県民のくらしの元気に直接つながる事業に使って欲しいと思います。県への配分額をどのように試算し、どのように活用しようとしているのかうかがいます。
地方税収見込みについては、地方財政計画では０.３兆円の増が見込まれています。他県の多くも増額との説明が、先日の全員協議会でありました。しかし、県予算案の場合は６億円のマイナスとなっています。リーマンショック後の平成２１年度と比較すると、約１３０億円の税収減となり、県内経済の厳しさを感じます。分野別の特徴をどう見て、どう対策をたてていくかうかがいます。
　
（4） 並行在来線問題

次に、並行在来線についてうかがいます。

平成2年の「政府・与党申し合わせ」の不当な枠組みを、実質的に壊していくことを私もこの１０年間、議会で繰り返し主張してきました。知事もその立場で、関係県と連携し、努力されてきたことを評価したいと思います。１月末総務省が示した支援策による、県並行在来線会社の初期投資の負担軽減は約４５億円との説明です。同時に、将来にわたって経営を安定させるためには、開業後の運行への支援や、損失補てん、災害復旧支援の枠組みなどの創設が必要です。新法制定を含めて、引き続き国にどう働きかけるか、知事にうかがいます。（知事）
さて、この４３億円の負担軽減もあって、知事が代表質問に答え、運賃のさらなる抑制を表明されたことを歓迎しています。ぜひ、据え置きにしていただきたいと思います。特に、通学定期については、昨年５月に示された経営計画概要（最終）素案の検討案で、運賃据え置きつまり１００％案と、１１０％案しかなかったのに、今年１月に示された最終案ではそれが逆に１１５％と値上げ幅が大きくなったことに、保護者など県民から疑問の声が寄せられています。どうしてそうなったのでしょうか。
新幹線開業のために、北陸本線の利用者が運賃値上げを強いられるのは、理屈にあわないのではないでしょうか。値上げによる乗客離れが、公共交通にとって致命傷となることを、先行事例は示しています。改めて運賃の据え置きを求め、知事の見解をうかがいます。（知事）
さて、1月の経営計画概要で示された県内基本ダイヤの案では、富山駅と県東部を往復する列車４８本の発着駅は泊駅となっています。越中宮崎駅は、富山県からはずされたかっこうです。新潟県から来るデイーゼル列車に乗って、泊駅で乗り換えなくてはなりません。富山駅から糸魚川まで往復する富山県車両も往復４本だけです。なんとかならないのでしょうか。越中宮崎駅に待避線を１本敷設すれば、発着駅を越中宮崎にできるのではないでしょうか。知事政策室長にうかがいます。
北陸本線が貨物輸送に果たす重要な役割は、繰り返し議論されてきました。現在富山市鍋田にある富山操車場は現在ＪＲ貨物のものだと思います。経営分離後、ここはどういう管理になるのでしょうか。運行指令をふくめ、ＪＲ貨物会社との協力はきわめて重要です。その点で、ＪＲ貨物会社との協議はどうなっているのでしょうか。肥薩おれんじ鉄道には、ＪＲ貨物が資本参加しています。貨物調整金とは別に、ＪＲ貨物に資本参加を要請することも重要ではないでしょうか。答弁を求めます。
（5） いじめ・体罰根絶めざして

次に、いじめ・体罰問題についてうかがいます。大阪桜ノ宮高校や、柔道女子全日本代表の事件などを契機に、教育やスポーツの世界から体罰や暴力を本当になくす強い決意がいま求められています。村井教育委員長は「学校教育法で体罰は禁止されている」「体罰は許されるべきではない」とおっしゃいました。しかし、現実に県内で部活での一部指導者などの暴力はなくなりません。成績のため、子どもたちに害が及ばぬよう見ぬふりをする傾向もあり、その根は極めて深いと思います。
特に、自分が体罰をうけて育った監督やコーチが、体罰を肯定し、生徒や選手を殴るという事態を、考え方において説得して正すことができていないのではないでしょうか。先日の北日本新聞の特集記事でも、教育評論家の尾木直樹氏は「愛のムチなどはない」とし、愛情があれば体罰がなくても指導できるし、体罰がなければもっと伸びると考えるべきだと述べています。柔道金メダリストの古賀稔彦氏も「私は体罰をしたことはない。むしろ、それは指導の放棄だ」と述べています。教育委員会が、こうした考えを現場に本当に徹底できるのかが、問われているのではないでしょうか。改めて、教育委員長にうかがいます。（教育委員長）
さて、県教委が今回実施した全児童・生徒に対する体罰調査に、さまざまな意見が寄せられています。私も2月に、高校2年生の娘が持ってきたアンケートに署名をした一人です。体罰の調査そのものは必要だと思います。

しかし、特に生徒に先生の体罰について書かせ、保護者がその事実について確認するすべがないまま署名する、それを学校が集約するというやり方に、疑問の声が集中しています。しかも、アンケートは生徒の記名式ですから、いくら不利益にはならないと書いてあっても、なかなか記入できません。現場を委縮させ、生徒と保護者と先生たちの信頼関係に、悪い影響を与えないかが心配されています。市町村の教育委員会や学校で、十分話し合われて実施されたのでしょうか。教育長にうかがいます。

体罰問題でもいじめ問題でも、スクールカウンセラーやソーシャルワーカーの増員配置が強く望まれます。特に、臨床心理士の資格のある専門性の高いカウンセラーは、人材確保が難しいと聞いています。以前富山大学に要請したが、断られたとのことですが、重ねて相談するなど、県内でも養成機関の設置・確保をすべきだと思いますがどうでしょうか。
また、保健室の先生、養護教諭の果たす役割も貴重です。現在児童数８５１人以上の小学校と、８０１人以上の中学校には、養護教諭が複数配置されていますが、これを５００人に引き下げるなどして増員を国に働きかけるべきと考えます。あわせて教育長にうかがいます。
（6） 放課後児童クラブについて

最後に、放課後児童クラブについてうかがいます。この間、県の放課後児童クラブに対する支援は、指導員研修の実施、長時間開設支援、ガイドライン作成の努力、マニュアルや指導員ガイドブックの作成など、積極的に行われてきました。初めて児童福祉法に放課後児童クラブが位置付けられた１５年前、７５か所だった県内設置個所数は新年度２１８か所まで増えました。しかし現状では、まだまだ足りません。質という点でも様々な問題を抱えています。

そんななか、昨年８月成立した「子ども・子育て支援法」が、市町村に条例にもとづく放課後児童クラブの実施を義務づけたことに、注目しています。この法律全体については、わが党は問題ありという立場です。保育事業に社会福祉法人以外の営利団体の参入を広げる点や、特に財源を消費税増税に求めた点などは問題だと考えています。財源は、別の予算で賄うべきです。しかし、放課後児童クラブについては、新年度から２年間で市町村がニーズ調査を実施し、検討会を設置して計画や条例をつくるという点は期待できるのではないかと考えます。しかも今度は、中核市である富山市にも県予算が当てられるとのことですので、少しは富山市にも助言できるのではないかと期待しています。ニーズ調査のあり方や、父母・指導員などに開かれた検討会とするなど、どう市町村を支援していくのか知事にうかがいます。（知事）
私の地域の学童クラブにも、少し障害のある子供が入所していますが、指導員に恵まれて元気に通ってきています。２月２０日に開催された県の放課後こどもプラン検討委員会を、傍聴させていただきましたが、ここでも発達障害の子供たちが放課後児童クラブでも増えているとのご意見が出されていました。今後の指導員研修のなかで、これらの関する内容を盛り込んではどうかとの提案もありました。今後どう取り組むか、厚生部長にうかがいます。

各地の放課後児童クラブはそれぞれ苦労して運営されていますが、なんと言っても最大の悩みは、指導員の確保ではないでしょうか。地域の世話役の方たちに指導員を引き受けていただくのも限界で、学童保育指導員をハローワークで探すクラブも増えています。少なくとも、柱になる指導員の方は、社会保険もついた雇用契約をきちんと結ぶことが求められていると思います。金沢市の放課後児童クラブは、県内自治体と同じように市の委託事業ですが、指導員は社会保険を含む雇用契約を結び、社会保険の事業所負担金は市が補助していると聞いています。その点で、県内の指導員の現状をどう把握しているでしょうか。今後、改善にどう取り組んでいくか合わせてうかがい、私の質問を終わります。
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